
別紙２（様式１） 

研研研研    究究究究    事事事事    業業業業    評評評評    価価価価    調調調調    書書書書（（（（平成平成平成平成２０２０２０２０年度年度年度年度）））） 

作成年月日  平成２０年１２月１７日 

主管の機関・科名  工業技術センター 食品・環境科 

 

研究区分 経常研究 （実用化） 

研究テーマ名  海水魚の閉鎖循環型大規模陸上飼育システムの構築 

 

研究研究研究研究のののの県長期構想等県長期構想等県長期構想等県長期構想等でのでのでのでの位置位置位置位置づけづけづけづけ                       

構 想 等 名 構 想 の 中 の 番 号 ・ 該 当 項 目 等 

ながさき夢・元気づくりプラン

（長崎県長期総合計画 後期

５か年計画） 

重点目標：Ⅱ競争力のあるたくましい産業の育成 

重点ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ：５明日を拓く産業育成プロジェクト 

主要事業：③産学官連携による共同研究と事業化の推進 

  

 

研究研究研究研究のののの概要概要概要概要                  

１ 研究の目的 

 （１） 本事業で誰（何）の【対象】 

   海水魚の閉鎖循環型陸上養殖の 

（２） 何（どのような状態）を【現状】 

従来型（生物濾過槽を利用した）海水浄化システムを 

（３） どのようにしたい。【意図】 

化学的処理をベースにした新規濾過システムに置換して、安定して陸上で海水魚

の養殖が可能となる新規閉鎖循環型陸上養殖システムを構築したい。 

 

２ 事業実施期間   平成２１年度から平成２２年度まで ２年間 

 

３ 事業規模   総事業費（総人件費、総研究費） 

         １５,４０４千円（９,２８０千円、６,１２４千円） 

 

４ 研究の目的を達成するために必要な研究項目 

 ① 脱炭酸装置の開発 

 ② 全システム構築のための各ユニットの最適化 

 ③ コスト試算 

 ④ 用途の拡大 

⑤ 寄生虫対策技術の確立 

⑥ 大型水槽による実証試験 

 

５ この研究成果による社会・経済への波及効果の見込み 

 浄化装置やシステムの販売、メンテナンス業務等による企業振興 

種苗生産、新魚種の養殖法の確立、活魚輸送への利用による水産業の振興 

 

 



６ 参加研究機関等 

 ① 総合水産試験場 役割：寄生虫対策技術の確立、大型水槽による実証試験 

 

 

①①①①    研究研究研究研究のののの必要性必要性必要性必要性 

１ 社会的・経済的背景 

付加価値の高い新魚種の種苗生産と養殖には閉鎖循環型陸上養殖が不可欠であるが、

従来型のシステムではコストや性能的に成立が困難であり、新養殖システムが求められ

ていた。本技術は、種苗生産・養殖以外にも、活魚輸送、展示用水槽、畜養水槽等への

活用が可能であり、波及効果の高いシステムとなる。 

 

２ 県民又は産業界等のニーズ 

養殖業者は、従来の陸上養殖システムの限界を感じており、新方式の開発を切望して

いる。また、陸上飼育システムが完成しなければ、海水浄化装置の販売自体が困難とな

る。 

 

３ 国、他県、市町、民間での実施の状況または実施の可能性 

 本テーマは、工業と水産の両分野に開発要素があり、単独での開発が困難である。総

合水産試験場と当センターの共同研究が最も効果的である。 

 他の機関による開発事例は見受けられない。 

 

 

②②②②    効率性効率性効率性効率性 

１ 研究目標 

必要な研究項目と期間、年度ごとの活動目標値（定量的目標値）とその意義 

２１年度 ２２年度 
研究項目 活動指標 

目標値 実績値 目標値 実績値 

目標値の意義 

①脱炭酸装置の

開発 

電解槽の試作・評価 ２     

②脱炭酸装置の

開発 

脱炭酸装置の試作・

評価 

１  １   

③寄生虫対策 寄生虫除去装置の開

発・評価 

１  １   

２ 活動指標を設定した理由 

（他の活動指標と比較して、効率よく研究成果を得られると見込んだ理由） 

①を設定した理由 

 新規電解槽を開発することで、効率良く脱炭酸を行えるようになるため。 

 ②を設定した理由 

  飼育水槽が大型化するに従って、炭酸の蓄積が問題となるため。 

前記①を活用できる脱炭酸装置が必要なため。 

 ③を設定した理由 

  殺菌装置でも対応できない寄生虫に対する対策を講じることで、安定した陸上養殖

が達成できるため。 

 



３ 研究実施体制について 

 工業技術センターにて、装置・システムの開発を行い、総合水産試験場にて大型水槽

を用いた評価を実施する。魚病に関する評価、寄生虫対策技術の開発は総合水産試験場

にて実施する。 

本研究開発成果は、県内企業（水質浄化装置メーカー、装置・システムの販売・メン

テナンス業者、水産養殖業者）にて実用化する予定。 

４ 予算 

 

人件費 研究費  

財    源 

研究予算 

 

 

（千円） 

計 
  

国庫 県債 その他 一財 

全体予算 15,404 9,280 ６,124    ６,124 

 ２１年度 8,264 4,640 3,624    3,624 

２２年度 7,140 4,640 2,500    ２,500 

   年度        

※ ：過去の年度は実績、当該年度は現計予算、次年度以降は案 

 

③③③③    有効性有効性有効性有効性 

１ 成果目標 

研究項目ごとの期間、年度ごとの成果目標値（定量的目標値）とその意義 

２１年度 ２２年度 
研究項目 成果指標 

目標値 実績値 目標値 実績値 

目標値の意義 

①脱炭酸装置の開

発 

電解槽の試作・評

価 

２    

②脱炭酸装置の開

発 

脱炭酸装置の試

作・評価 

１  １  

③寄生虫対策 寄生虫除去装置

の開発・評価 

１  １  

 



２ 各研究項目における解決すべき課題及び想定される解決方法 

研究項目①：脱炭酸装置の開発（電解槽の開発） 

       本システム解決に必要な機能を有する電解槽を新規に開発する。 

研究項目②：脱炭酸装置の開発 

       前記電解槽を活用した脱炭酸装置を開発する。 

 研究項目③：寄生虫対策 

熱処理技術を活用した寄生虫除去装置を開発する。 

 

３ 従来技術・先行技術と比較した新規性、優位性 

研究項目①：脱炭酸装置の開発（電解槽の開発） 

       海水の閉鎖循環系という特殊な環境下で使用される電解槽であり、従来

の装置では対応できない。 

研究項目②：脱炭酸装置の開発（電解槽の開発） 

       従来技術を活用するが、前記電解槽を使用した装置であり、最適化が必

要。 

 研究項目③：寄生虫対策 

       従来技術を活用するが、新規システムとなるため、最適化が必要。 

 

４ 成果の社会・経済への還元シナリオ 

※ 他の研究への応用の可能性、成果の移転方法、実用化の見通しを含む 

 本システムは、平成１８～２０年度に企業と共同開発した技術を市場展開するために

必要とするもので、本システム開発により、県内海水浄化装置メーカー、装置の販売・

メンテナンスを実施する企業への支援となる。また、県内水産業者等への普及を行うこ

とで、競争力の高い水産物の生産が可能となる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

【研究開発の途中で見直した内容】 

 



 

 

 

研究評価の概要 

種

類 
自己評価 研究評価委員会 

 

 

事 

 

前 

（２０年度） 

評価結果 

(総合評価段階：  S  ) 

・必 要 性  Ｓ 

 陸上養殖の核となる技術（換水不要）

はＨ１８－１９で確認済みであり、今回

は大型かに向けて炭酸ガスの除去を検討

する。大型陸上養殖が可能となれば、水

産業の新しい業務を拡大出来る可能性が

高く、市場に対して大きなインパクトに

なる。 

・効 率 性  Ｓ 

 従来から培ってきた電解技術の応用で

進める予定であり、技術的な問題は大き

くないと考えている。但し、水槽の大型

化で予期しない課題が出てくる可能性も

皆無ではないので、十分対応を出来る体

制で研究を進める予定。 

・有 効 性  Ｓ 

 水産業の新たな分野への進出という大

きなインパクトになる可能性が高い。大

型陸上養殖であり、魚種も高価なものを

ねらうことになり、既存の小型のものと

は競合しないと思われる。 

・総合評価  Ｓ 

総合水産試験場と連携し、長崎県の水

産業の活性化に繋げるインパクトを持っ

ている。 

（２０年度） 

評価結果 

(総合評価段階： S ) 

・必 要 性 

 資源の枯渇、食の安全という観点から

も必要性が高い。完成すれば水産業、流

通業界にとって大きな経済効果になり、

また、食の自給率や安全・安心な食（魚

）を提供する技術としても意味がある 

・効 率 性 

 これまでの研究成果に加えて、実用化

技術も着々と進行していることは高く

評価できる。目標が明瞭で、解決方法も

検討されている。大型水槽への展開が大

きな課題となるので、データ等の検討を

十分に行って欲しい。 

・有 効 性 

諸問題を解決し実用化すると、水産業

へ波及し、経済効果に大きく寄与する。

付加価値のある魚種にも応用ができそ

うであり、成果が期待される。大型化す

る時の問題（耐震性等）についても解決

策が考えられており、新規性も優れてい

る。 

・総合評価 

長崎県は水産県なので、是非、経済効

果を上げてもらいたい。 

自給率向上の為にも大型化の成功が

望まれる。H20 年度までの研究も進行中

であり、その継続として必ず成功しても

らいたい。 

 対応 対応 

 現在検討中の研究テーマも含め、着実

に実施し、研究成果の実用化に向けて努

力します。 

 



 

 

 

 

 

 

■ 総合評価の段階 

平成平成平成平成２０２０２０２０年度以降年度以降年度以降年度以降    

（事前評価） 

  Ｓ＝積極的に推進すべきである 

Ａ＝概ね妥当である 

  Ｂ＝計画の再検討が必要である 

  Ｃ＝不適当であり採択すべきでない 

（途中評価） 

Ｓ＝計画以上の成果をあげており、継続すべきである 

    Ａ＝計画どおり進捗しており、継続することは妥当である 

    Ｂ＝研究費の減額も含め、研究計画等の大幅な見直しが必要である 

Ｃ＝研究を中止すべきである 

（事後評価） 

Ｓ＝計画以上の成果をあげた 

    Ａ＝概ね計画を達成した 

 

 

途 

 

中 

（  年度） 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

 

・総合評価 

（  年度） 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

 

・総合評価 

 対応 対応 

 

 

事 

 

後 

（  年度） 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

 

・総合評価 

（  年度） 

評価結果 

(総合評価段階：   ) 

・必 要 性 

  

・効 率 性 

  

・有 効 性 

 

・総合評価 

 対応 対応 



    Ｂ＝一部に成果があった 

Ｃ＝成果が認められなかった 

 

平成平成平成平成１９１９１９１９年度以降年度以降年度以降年度以降    

（事前評価） 

Ｓ＝着実に実施すべき研究 

    Ａ＝問題点を解決し、効果的、効率的な実施が求められる研究 

  Ｂ＝研究内容、計画、推進体制等の見直しが求められる研究 

  Ｃ＝不適当であり採択すべきでない 

（途中評価） 

Ｓ＝計画を上回る実績を上げており、今後も着実な推進が適当である 

    Ａ＝計画達成に向け積極的な推進が必要である 

    Ｂ＝研究計画等の大幅な見直しが必要である 

Ｃ＝研究費の減額又は停止が適当である 

（事後評価） 

Ｓ＝計画以上の研究の進展があった 

    Ａ＝計画どおり研究が進展した 

    Ｂ＝計画どおりではなかったが一応の進展があった 

Ｃ＝十分な進展があったとは言い難い 

 

平成平成平成平成１８１８１８１８年度年度年度年度    

（事前評価） 

１：不適当であり採択すべきでない。 

２：大幅な見直しが必要である。 

３：一部見直しが必要である。 

４：概ね適当であり採択してよい。 

５：適当であり是非採択すべきである。 

（途中評価） 

１：全体的な進捗の遅れ、または今後の成果の可能性も無く、中止すべき。 

２：一部を除き、進捗遅れや問題点が多く、大幅な見直しが必要である。 

３：一部の進捗遅れ、または問題点があり、一部見直しが必要である。 

４：概ね計画どおりであり、このまま推進。 

５：計画以上の進捗状況であり、このまま推進。 

（事後評価） 

１：計画時の成果が達成できておらず、今後の発展性も見込めない。 

２：計画時の成果が一部を除き達成できておらず、発展的な課題の検討にあたっては

熟慮が必要である。 

３：計画時の成果が一部達成できておらず、発展的な課題の検討については注意が必

要である。 

４：概ね計画時の成果が得られており、必要であれば発展的課題の検討も可。 

５：計画時以上の成果が得られており、必要により発展的な課題の推進も可。 


